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国際機関に求められる統計に関する課題について

■ 第１４回評価分科会（令和５年６月）において、「国際機関に求められる統計に
関する課題等」が、今後の審議テーマとされている。

■ 本日の分科会では、まずは、委員の問題意識を幅広くお伺いして、次回以降、
具体的な課題を選定し、審議いただく予定である。

■ なお、総務省において、各府省に提供実績について照会・確認をしてお
り、その結果を後日報告予定である。

■ 本資料は、統計委員会担当室において、過去の資料などからまとめた国
際機関等に提供される統計データに関する指摘やその提供実績について、
分野ごとに整理したものである。

○ 関係する公的統計基本計画の記載事項
別表No.31 統計に関する国際比較可能性の更なる向上を図る観点から、統計委員会を

中心に各府省間と連携し、政府全体としての国際機関へのデータ提供や情報発信の
拡大、国際機関における統計関係の議論・調整状況などに関する情報共有の強化に
向け、総務省が主催する「国際統計に関するワ－キンググループ」において、統計
データの提供拡大に向けた検討を重点的に行っていくなど検討体制の充実を図る。
（担当府省：総務省、各府省、実施時期：令和５年度から実施する。）
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本日の御審議について

■ 事前の委員から御指摘を踏まえ、委員の問題意識を幅広くお伺いする中で、特に、
以下の点について、本日御審議をお願いしたい。

・ 今後の審議の対象となる課題の選定の考え方について

・ 各分野において、特に課題と考えられる分野とその理由等

・ そのほか、審議に当たって留意すべきこと

例 複数の国際機関（特に同一機関内の部局）に類似のデータが提供されている場
合があり、これらの機関や部局間の連携を図るように働きかけるべきではないか
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課題の選定の考え方について（案）

■ 課題の選定に当たって課題を属性ごとに整理すると、優先的な課題などがわかり
やすくなり、選定がしやすくなるのではないか、その際に以下の事項について留意す
べきではないか（事前の委員からの意見聴取から）

・ 他国の提供状況

（例）多くの国が提供している事項で、我が国では提供に課題があるものについては、
優先的に検討する必要があるのではないか

・ 提供先の機関の特徴

（例）政策部局ではなく統計とりまとめ部局から求められている事項は、様々な分野
から求められているものであり、統計委員会等で検討する必要があるのではないか

・ 提供データの特徴
（例）提供の頻度が高いデータは、優先的に検討する必要があるのではないか。また、

業務統計よりも調査統計データを求められている事項も、同様に、統計委員会等で
検討する必要があるのではないか

・ 利活用面の特徴
（例）利活用面が具体的に挙げられ、そのメリットが大きい事項は、優先的に検討する
必要があるのではないか
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各分野の指摘課題や主な提供実績について

１ 世帯統計分野

主な項目 主な提供機関

人口、人口動態 国連統計部
OECD（主要指標、雇用労働社会問題局）
IMF（統計局）

海外流入・流出数 国連難民高等弁務官事務所
OECD（雇用労働社会問題局）

国際労働移動、失業率、賃
金、公的部門の就業状況

OECD（雇用労働社会問題局）

価格指数 OECD(統計・データ局）
IMF（統計局）

教育 OECD（雇用労働社会問題局、教育・スキ
ル局）

■ 教育、就業、世帯、生活意識などを複合的に把握できるデータに課題。特に生活意識は統計
調査のデータとしては乏しい
■ 海外からの流入において前居住国のデータに課題

■ 失業期間、在職期間に関するデータや、フルタイムなどの労働要件・労働力の属性、人的投
資・スキル、家族のケアと仕事の両立などに関するデータに課題

■ 所得分布などについては、求められるデータ区分の相違により特別集計を要するため対応が
難しい場合がある

○ 関係する公的統計基本計画の記載事項
別表No.42 外国人の雇用・労働に係る統計の
整備のため、具体的な検討を進めつつ、新た
な統計調査を実施する。

（担当府省：厚生労働省、実施時期：令和５年度
から実施する。）



２ 企業・産業分野

主な項目 主な提供機関

事業所数・従業者数・売上高、
多国籍企業の状況

OECD（事業構造動態統計データベース
等）

農業への財政支出、食料の生
産・労働力・面積・需給状況・
価格

国連食糧農業機関
OECD（農業環境指標等）
ASEAN
農業市場情報システム
世界農業地理モニタリングイニシアティブ
国際獣疫事務局
国際熱帯木材機関

ＩＩＰ、着工住宅数、新車登録台
数、電力・ガス生産状況、輸出
入数量

国連統計部（月報）
OECD（主要経済指標等）
IMF（統計局）

ＳＮＡ（最終需要、供給・使用
表、Ｂ／Ｓ、国際収支）

OECD（統計・データ局、主要経済指標等）
IMF（統計局）

金融指標、外貨準備 IMF（統計局）
国際決済銀行
世界銀行
金融安定理事会
国連貿易開発会議

■ 海外動向（企業特性別貿易額、産業分類別多国籍企業活動等）のデータに課題
■ 制度部門別生産勘定の一部項目がない
■ 金融分野等では、市場などのデータの提供を要する場合があり、対応が難しい場合がある

○ 関係する公的統計基本計画の記載事項
別表No.27 企業の特性（外貨比率等）と輸出入

行動を関連付けた新たな統計の作成について、
事業所母集団データベースと貿易統計データ
ベースの収録情報の接続の可能性を検証した
上で、行政手続への影響や個別企業の情報の
秘匿といった観点を含め、その作成可能性を
検証・検討する。

（担当府省：財務省、総務省、実施時期：令和５
年度から実施する。）

別表NO.14 制度部門別勘定の更なる整備につ
いて、海外の状況や国内の研究 、ニーズを踏

まえつつ検討し、次期基準改定までを目途に
結論を得る。

（担当府省：内閣府、実施時期：令和７年度中に
結論を得る。）
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３ 保健医療・教育分野

主な項目 主な提供機関

ＩＣＤごとの患者数、ＯＥＣＤ
ヘルスデータ（医師数、病
院数、介護、患者安全、年
金、ウイルス、出生児等）

WHO
国連児童基金
OECD（雇用労働社会問題局、
金融企業局）

在学生の状況、学校・教員
の状況

OECD（教育・スキル局）
※教育の一部データは不定期

■ 保健医療部門の資本形成・労働者移動、医
薬品の消費量などのデータに課題
■ 教員の就業状況のデータに課題

■ 保健医療部門について、地方のデータなど
の提供時期が遅いといった課題

４ 行財政、災害、司法・安全分野

主な項目 主な提供機関

ＧＦＳ、政府開発援助 IMF
OECD（開発協力局）

被災者数、経済損失額 国連防災機関

交通事故件数、文化財
窃盗、犯罪動向、武器
押収数、薬物流通状況、
人身取引

WHO
ICPO
OECD（国際交通フォーラム）
※交通事故の一部は不定期

■ 地方財政のストックデータに課題
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５ その他（環境、運輸、観光、科学技術・情報通信）

■ 一部の環境負荷物質（ＰＭ２．５、廃棄物、汚
水など）のデータに課題
■ 気候変動に関するデータに課題
■ 道路運送に関する運賃・税金データに課題

■ 個人や事業所のＩＣＴアクセスの状況のデー
タに課題

■ 観光分野の地方の集合的消費支出（観光案
内所などが該当）のデータに課題

主な項目 主な提供機関

温室効果ガス排出 国連気候変動枠組条約事務局

手段ごとの貨物の状況、
自動車数、道路事故数

OECD（国際交通フォーラム）

旅行者数、観光ＧＤＰ 国連世界観光機関

研究開発の状況 OECD(科学・技術・イノベーション
局）

ブロードバンド接続割合、
ウェブサービス利用割合

OECD（地域開発政策に関連する
データ確認・更新）


